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－自社にとっての生命線はなにか？ 
DR で守ろう 企業ブランド－ 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景と目的 

近年、企業を襲う事業継続リスクは多様化してきている。例えば、2006 年 8月に発生した首都圏での

広範囲の停電や電話不通に見られる社会インフラのダウンのような人的災害なども脅威となっている。

今日、BCP(事業継続計画)策定が企業ブランドに直結し、BCP が無いことが企業活動の妨げとなり始めて

いる。企業活動においては、ITシステムは必要不可欠である。しかし、多くの ITシステム部門は、以

下の状況に置かれている。 

(1)DR 対策はカネがかかるし費用対効果が見えない。 

(2)投資基準が見えないのでどこまで対策を実施すべきかわからない。 

(3)全社の事業継続計画の策定が求められているが ITシステム部門として有益な計画を立案できない。

(4)日本版 SOX 法対応等、各種規格による変化への対応を迫られている。 

これらの状況を打開し、ITシステム部門単独で検討できる施策を早急に行う必要がある。 

                              

2. 研究のアプローチ        

我々は、自社の IT投資状況や DR対策状況、並

びに 2005 年度「ビジネス継続のためのディザスタ

リカバリ」分科会で作成した成果物シートを利用

して、現状把握を行った。収集した情報を基に、

「何故 DR対策が進まないのか」、「現状可能な DR

対策は何か」、「費用対効果のある DR対策は何か」

を中心に検討を重ねた。結果、ハードは購入でき

るものの、その中身となる「データは買えない」

と再認識した。さらに、自社のデータバックアッ

プ状況を調査すると、ITシステム間で連携してい

るにも係らず、整合性のあるデータ復旧ができない事が判明した。これはすなわち、全社的に統一した

バックアップに対する方針が無いことに起因している。我々は、「自分たちが構築し運用している ITシ

ステムは自分たちで守る」を主眼として、ITシステム部門単独で検討できる BCP、すなわち IT-BCP 策

定の研究を行った。 

                            

3．研究成果 

ITシステム部門で検討すべきDR対策として、

まずは迫りくる首都直下地震等に備え、現状シ

ステムへの対策を急がねばならない。しかし、

全社的なバックアップに対する方針が無い状況

で、個別 IT システム毎の対策や全てに高品質な

対策を行うことは過剰投資となり現実的ではな

い。このことから、全体最適の観点で「効果的

な IT-BCP（DR 計画）の策定」を、中長期的な

対策と位置付け研究してきた。 

IT-BCP の策定を実施するには、まず ITシス

テム状況を現状分析し、全体最適化に向け分類

図表１ IT-BCP の位置付け

図表２ 全体最適化 
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を行う必要がある。ITシステムを分類する上では、初期の段階で業務重要度に対する判断基準やリスク

に対しての受容度を明確にする事が重要である。短

期的な対策としてデータの遠隔地保管などがあるが、

中長期的には復旧分類毎に「統合化・仮想化・自動

化」を行う事が有効であると考えた。具体的なメリ

ット・デメリットをあげる。 

【メリット】 

① DR 時の要員確保 

② 運用コスト削減 

③ バックアップの整合性の確保 

④ 過剰投資の抑制 

・ 

・ 

【デメリット】                     

① アプリケーション開発難易度が高くなる 

② 障害時の影響範囲拡大・複雑化 

・ 

また、IT-BCP の策定を実施するには、各種規格を                       

考慮した上で、全社的な IT投資に対する方針を決定

する必要がある。決定する上では、企業ブランド向

上や CSR・顧客満足度向上などの経営戦略との密接

な関係を考慮することが重要である。これらの事を

認識しながら、最適なシステムライフサイクルの実

現を計画していかなくてはならない。 

研究の中で「統合化・仮想化・自動化」実施の机

上検証を行った結果、DR対策に関する費用が低減さ

れることが検証できた。この結果、IT-BCP を策定し、

全体最適の DR対策を計画・実施することが有益であ

る。 

 

4．提言 

IT インフラ整備計画は、場当たり的な個別の対応になっていることが多い。具体的には、バックアッ

プ装置を ITシステム毎に準備し、多数導入している場合が多々ある。これらは、ハードの故障やプログ

ラムバグやオペレーションミスによるデータ消失などの障害に対応しているだけである。さらに運用状

況においては、多数ある ITシステムに対して、バックアップテープの交換などを個別に実施することで、

運用作業の煩雑化・工数増加をさせてはいないだろうか？ 

今一度見直して欲しい。 

まずは『調査/分析』を実施し、自社状況を把握することから始めよう。そして、全社的な ITインフ

ラ整備計画の方針を定め、計画を立案し、全体最適となる IT投資を行おう。そこで、全体最適により削

減された費用を DR対策費用の原資の一部とし、中長期的な DR対策を推し進めるべきである。 

 

5．まとめ 

IT システム部門として、何をすべきかと原点に戻って考えた結果、まずは「データがないと何も始ま

らない」をキーワードに方向性を固めた。自社の生命線を明らかにし、企業ブランドを守るために、IT

システム部門が率先し IT-BCP を策定することが DR対策の近道であるとの結論に到った。 

そして IT-BCP 策定後も、マネージメントを行わなければ企業のブランドを維持できない。明日にも大

災害が発生するかもしれない。今すぐスタートラインに立とう。 

 

 
自社にとっての生命線はなにか？ 

～DR で守ろう 企業ブランド～ 

図表４ 横断的な IT-BCP 

図表３ 統合レベルと難易度 
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